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Abstract:
 In the Meiji era, Japan promoted modernization. Above all, in order to solve the national 
issues of treaty revision, the development of the Code was an urgent necessity. However, the rapid 
code compilation by government led to, large protests taking place. This was the so-called Civil 
Code Controversy （民法典論争）. The “ postponement faction” （民法施行延期派） argued for the 
postponement of the implementation of the civil law. The other side, the group in favor of 
proceeding with the implementation of the civil law （民法施行断行派） argued that the national 
interest was served by the enforcing of the civil law without further delay. The result of this debate 
was that the civil law was postponed and then revised.
In this paper, in order to elucidate the legal perceptions of the Japanese in the Meiji period, I 
want to pick up on the figure of Ume Kenjiro （梅謙次郎）, who was instrumental in the code’s 
compilation. Ume is known as a jurist and bureaucrat. He was one of the “ Three Doctors of the 
Meiji Civil Code” （明治民法三博士）. Ume was instrumental not only in the modernization of the 
code in Japan, but also in the development of the modernization of law in Korea. Ume was keenly 
aware of the need for modern law codes. In Japan however, there was a great deal of customary 
law （慣習法）. Through this examination of Ume’s understanding of legal issues, I intend to clarify 
aspects of the Japanese perception of law in the Meiji period.
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はじめに
　明治民法三博士の一人、穂積陳重が1916（大正５）年に刊行した『法窓夜話』（1）は、古今東西の
法に関する逸話を集めた書として知られている。この中に「梅博士は真の弁慶」という話がある。
穂積は、同じく明治民法三博士と呼ばれた梅謙次郎と富井政章を比較し、両氏の人物的な特徴を逸
話を交えて描き出している。穂積の言によれば、梅は「非常に鋭敏な頭脳」の持ち主で、「精力絶
倫且つ非常に討論に長じた人」であり、議論の際には「極めて虚心で、他の批判を容れることいわ
ゆる「流るるが如く」で」あったと評している。時には「雄健なる弁舌」によって相手を論駁する
こともあり、周囲の人から譲歩を勧められるほど「剛情」な一面もあったと分析している。一方、
比較対象となった富井はどうかと言えば、梅とは正反対の「沈思熟考」型で、反対論に対して「容
易に屈すること」がなかったと述べている。明治民法三博士というカテゴリーで括られてはいるも
のの、各々の人間的性格の違いや法典編纂に対する態度の違いなど、当時の貴重なエピソードを紹
介している点では、非常に興味深い。
　『法窓夜話』に登場した明治民法三博士の一人である梅謙次郎は、明治・大正期を代表する法律家、
法学者、法制官僚である。金山直樹氏は、梅を「明治政府によって創出された」エリートコースを
歩み、「明治政府の近代化政策という歯車」に組み込まれた「超エリート級のテクノクラート=高
級官僚」（2）と評している。こうした評価は正鵠を得ていると思われる。紙幅の都合上、梅の経歴を
詳細に紹介することは難しいが、岡孝・江戸恵子氏の「梅謙次郎著作及び論文目録」（3）に基づいて
梅の経歴を見れば、妥当な認識だと考えられる。というのも、梅には複数の「顔」があった。まず
帝国大学法科大学（現・東京大学法学部）および和仏法律学校（現・法政大学）の教授という学者
的な側面、内閣法制局長官や文部省（現・文部科学省）総務長官といった官僚的側面など、彼の活
動は多岐に渡っていた。また梅の活動は日本国内の法典整備事業に止まらない。1906（明治39）年
に、当時韓国統監であった伊藤博文の要請で韓国政府法律顧問に就任し、1910（明治43）年に韓国
のソウルで客死するまで、毎年、夏季休暇等を使って訪韓し、韓国の立法事業に従事した。近年、
梅の韓国立法事業における影響と功罪については研究（4）が進んでいる。梅が日本および韓国の法
典編纂事業に関与し、指導的な役割をはたしたということを鑑みれば、地域は限定されるものの、
梅は東アジアの法典編纂および「法」の近代化に重要な位置を占めていると思われる。フランスへ
留学し同国で博士号を取得し、帰国後は日本の法典、とりわけ民法と商法の修正事業に尽力した梅
自身は、どのような法意識を有していたのであろうか。
　本稿では、東アジアの法典編纂に大きな足跡を残した梅謙次郎が法典に対してどのような認識を
示していたか、また従来、その社会で法として機能していた慣習と新たに施行される法典との関係
をどのように捉えていたのかを検討するものである。その際、膨大な梅の著作や法律の注釈書、論
考や講演など、すべてを分析することは紙幅の関係上困難であるため、1893（明治26）年以降に時
期を限定して分析したい。時期を限定する理由は二つある。第一に、民法典論争との関係である。
旧民法（いわゆるボワソナード民法）は1890（明治23）年に公布され、後に施行されることが決定
していた。ところが、イギリス法学派を中心とした法学士会から法典実施に関する時期尚早論（5）
が提示され、その後、この民法の施行の是非をめぐって大きな論争へと発展した。この民法典論争
において、梅は民法施行断行派（以下、断行派）の立場に立ち議論を戦わせたが、学界でも議会で
も民法の施行を延期することが決定し、修正を経た後に、1898（明治31）年に施行されることにな
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った。梅は、民法施行延期派（以下、延期派）を納得させ、彼らの賛同を得る形で法典の修正を迫
られることになった。1893年以降、梅は『國家學會雑誌』への寄稿や、様々な場所で精力的に講演
活動をしていることを鑑み、1893年以降の梅の言説を取り上げる必要があると思われる。第二に、
梅はフランス留学中に取り組んでいた課題に起因する。梅はフランスのリヨン大学で博士号を取得
している。その時期の梅のテーマは、民法における和解である。梅はローマ法からフランス法まで
を守備範囲とし、その法的な意義について考察し、『和解論』（6）として結実させた。この『和解論』
はリヨン市からヴェルメイユ賞を授与されることになり、公費で刊行された。彼は帰国後、望むと
望まざるとにかかわらず、フランス法学派の論客として、司法省法学校の恩師であるボワソナード
を中心として編纂された旧民法を支持する立場に回ることになった。とすれば、和解論に関する専
門家であったとしても、法典実施の是非を明確に認識するに至ったのは、この論争を契機として意
識が先鋭化していったと考えられる。1893年以降と時期的な限定をしたが、中でも梅の「法」に対
する認識を示していると考えられる二つの講演を手掛かりに、梅の法典観の一端を明らかにしたい。
1　「法典ニ就テ」に見られる梅の法典観
　『國家學會雑誌』第84号から86号に掲載された梅の講演「法典ニ就テ」（7）は、掲載号の刊行年か
ら推測するに、講演時期は1893（明治26）年頃と思われる。民法典論争では断行派に立ち、法典実
施の必要性を訴えた梅は、どういった形で人々に法典の必要性や法典の是非について説いたのであ
ろうか。この「法典ニ就テ」を紐解きながら、彼の法典観を見ていきたい。
　梅は講演冒頭で、そもそも法典が日本国内に必要かという、法典の是非に関する議論が少ないこ
とを指摘している。世間の認識では、法典の是非を論じる、いわば「法典に熱心」な人びとを「世
ノ中ニテハ物数寄ナルカノ如ク」捉える傾向（8）があった。世間でいう「物数寄」の例は「法典伯」
として知られる山田顕義（1844－1892）であった。山田は長州閥の陸軍軍人でありながら、第一次
伊藤博文内閣の司法大臣を努め、在任中は「日本の小ナポレオン」と呼ばれるほど法典の整備に尽
力した。こうした経歴を持つ山田を「法典伯」と綽名して「愚弄」し、「物数寄」だと捉えること
に対して、梅は批判的な立場であった。というのも、梅は日本国内に西洋法由来の法典が必要か不
要かという議論は、政界や学界の議論だけでは不十分だという認識があった。法典の精度をより高
めていくためには、民法典論争の際に見られたような学派的・政治的な対立に固執すべきではなく、
建設的な議論が必要だと捉えていた。言い換えれば、梅は、法典の是非を論じる人びとを「愚弄」
する前に、そもそも体系化・組織化された西洋由来の法典が日本の近代化や不平等条約の改正に必
要か否かを議論する必要があると考えていた。だからこそ、梅は「法典ガ出ルノガ善キカ悪キカ」
を議論し、実施するのであれば「速カニ実施」する方が良いのか否か、万が一法典に問題があった
場合、具体的にどの条文をどのように修正すべきかを段階的に議論し、そうした国民の熟議を通し
て法典編纂がなされるべきだという立場を示している。また梅は、「法典ニ関スル問題」は「法律
ニ従事スル学士其外之レニ関係ヲ有スル国民ハ総テ熱心ニ研究シマタ熱心ニ自己ノ説ヲ行ハレシム
ルコトヲ尽力セザルベカラ」ざるものであり、法曹界内での議論だけではなく、幅広く国民をも巻
き込んで議論すべきだと梅は考えていた。法に対する国民の無関心を諌め、他人任せにすべきでは
ないことも含意していると思われる。
　梅は続けて、法典の効力についても言及している。「種々ノ効力」の中でも、特に梅が注目した
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のが「良俗ノ一致」である。なぜ梅は、「良俗の一致」を法典の効力として重要視したのであろうか。
この梅の認識の背景には、明治維新以前の日本の法律事情、支配体制が根底にあった。
　江戸期の法状況を概観すれば、梅が指摘するように「一国ガ数十百ノ小国ニ分裂シ其土地土地ニ
依リ法律制度ノ異ル慣習ノ国柄」（9）であった。近世における法状況の解明を主題としているわけで
はないため、かなり雑駁な捉え方になるが、近世の法は現在のような国家による一元的支配とは呼
べず、また統一された法体系ではなかった。幕府は各大名に対して「公儀」の支配に抵触しない限
り、自分仕置を許容していた。そのため「公儀」の維持を目的とした幕府の法度に加え、各藩は個
別具体的な事例に対する単行の法令を制定していた。結果として、近世の法をめぐる状況は法度と
各藩の単行の法令が共存する、いわば重層性を内包していた。そのため各藩の特殊事情を踏まえた
法令や慣習が法として機能していたため、「法」の統一性や法運用の統一基準は皆無と呼べる状況（10）
であった。梅は、明治国家が近世の法構造を温存していたこと、またこうした重層性による問題点
を看取していた。こうした問題点を解決するためにも、梅は「ソレヲ全ク統一シ国ノ権力ヲ一処ニ
集メ統一ノ法律ヲ行ヒ統一ノ制度ヲ布キ而シテ純然タル一ノ統一国ヲ為ス為メニ其方法トナルコト
アリ」とし、日本全国に統一の法制度、法典が必要であると考えていた。法典の統一により日本全
国の「法律ガ一致」し、さらには「法律ノ一致ニ依リ風俗モ自ラ一致スルニ至レバ之レヨリシテ遂
ニ国ガ一トナル」と述べている。法典を編纂し施行することは、単に法整備の観点からではなく、
風俗の一致や法の一致がもたらす「間接的ニ有スル効用」として国家的統一を挙げている。土台と
なる慣習の共通化は、社会規範の共通化をもたらす。社会規範が共通すれば地域を越えた形、つま
り国家的な統一も可能となると梅は捉えていた。
　続けて梅は、二つ目の法典の効用を述べている。それは先程の「良俗の一致」とも共通する効果
とも言えるが、悪慣習の駆逐である。国家的なプロジェクトとしての近代的な法典編纂事業がなさ
れるまで、「慣習」自体は、日本のみならずヨーロッパにおいても重要な法源であった。しかし社
会変化に伴い、従来は「法」として機能していた慣習が、社会変化とそぐわない事態に直面するこ
とはあった。こうした事態に対し、梅は「単独ノ法律ヲ出シテ一ツ一ツニ悪慣習ニ改良ヲ施サント
スル」こと自体、「ナカナカ行ハレ難シ」（11）と述べ、悪慣習の駆逐もしくは是正をする場合、その
都度該当する法律を制定していくことは現実的ではなく、実際には不可能であると捉えている。と
ころが法典は統一的な規範として機能さえすれば、「悪慣習ヲ断然排斥シ従来存在セル弊風ヲ矯正
スルニ最モ有効ノ用ヲ為スモノ」であると捉えていた。梅は、悪慣習の排除や弊風の矯正といった
社会改良にも法典が寄与することを指摘し、それにより国家的な統一、さらには「良俗ノ一致」も
もたらすと述べている。梅の認識では、フランスの法典編纂は、法の整備が主目的ではなく、「国
家ノ統一」を第一目的としており、「弊風ヲ一洗」することが第二目的であったことを指摘（12）して
いる。
　ただ慣習すべてを排除することには梅も反対している。東大綜理を努めた加藤弘之（1836－
1916）らによって翻訳され有名になった『国法汎論』の著者、ブルンチュリの言を引用し、慣習は
「貴ブベクシテ故ナク慣習ヲ排除スルハ忌ムベク又嫌フベキコト」（13）とし、その集団内で蓄積され
かつ熟成されてきた行動規範としての慣習は、その必要性があるうちは用いるべきだと梅は考えて
いる。ただ先述したように、「弊ヲ生ズル事柄」や「今日ニ必要ナク却テ不都合ノアルモノ」であ
れば、速やかに「改良」すべきだとも述べている。
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　この「改良」すべき事例として、梅は日本の婚姻制度を挙げて論じている。社会の「中以下」の
階層における婚姻は、妻を娶ることを「恰モ一年限リノ雇人ヲ雇フト格別違ハヌカノ如キ考ヲ有ス
ル者頗ル多」く、妻が親戚付き合いにおいて問題がなければよいが、何らかの不都合があれば「出
スマデノ事」と「極テ軽々シク」婚姻を捉えている慣習（14）があった。そうした慣習が根底にある
からこそ、明治期の離婚数は非常に多かった。梅は、婚姻という国家の根幹をなす契約を「熟考」
することがない風潮、また婚姻自体を軽視する傾向、さらには「面白カラヌコトアレバ」すぐに離
婚をするという婚姻観を、婚姻に関する慣習の「弊害」と断罪している。これに加えて、妻からの
離婚については夫側に「相当ノ理由」がない場合は認められないが、夫からの離婚は「三行半」で
容易に認められていた。夫による一方的かつ不当な三行半によって離縁させられた妻の法的な保護
は慣習として存在せず、また妻が離婚沙汰を裁判所へ訴え出ること自体、「極メテ稀」（15）であった。
こうした慣習に基づく婚姻関係が、離婚数の多さや寡婦の多さを生み出す要因となっており、梅は
こうした現状に対して、日本は「世界無比」の「三行半ノ世ノ中」であると批判している。こうし
た「三行半ノ世ノ中」であるからこそ、日本社会では「男女同権」たりえず、「男尊女卑ノ風」（16）
が甚だしいという結果に繋がっていることも指摘している。梅は、慣習に基づくとはいえ論理的な
確証や根拠のない、男性から女性へのこうした「圧制」は矯正すべきものであると捉え、加えて「女
子ヲ保護スベキ規定ヲ法典ニ設クルコト亦必要ナルベシ」（17）とし、慣習の矯正と法典の必要性を
指摘している。
　こうした法的保護の必要性は債権債務関係にも及んでいる。債務者は、いわゆる「債務逃れ」を
するため、財産隠匿や虚偽の名義変更が慣習化していた。梅は、そうした「不徳義」かつ債務者の
「非行」は社会内において甘受すべきものではなく、法典によって「債権者ヲ直接ニ保護スルノ利益」
を確保する必要があると述べている。さらに債権者も「債権者保護」の保障が法典で規定されてい
れば、債務者に対して「利益アル契約ヲナスコトヲ承諾」させることにつながると指摘している。
　梅は、これまで列挙した「悪慣習」と行動規範として価値を有する慣習とを区別し、それをどう
いった形で法典化すべきかにも言及している。梅は「悪シキ慣習ヲ改良シ善キ慣習ハ成ルベク保存
シ善キ慣習ヲ保存スルト同時ニ悪慣習ハ断然排除セサル可ラズ」（18）とし、「法典編纂ニ際シテハ此
覚悟ナラザル可ラズト信ズ」（19）と述べ、こうした趣旨に基づいた法典編纂は「頗ル利益アルモノ」
であると捉えている。法典編纂は、日本の近代化に必要なものだが、なにも古いもの＝悪いものと
いう単純な認識ではなく、社会に害を及ぼすような「悪慣習」や「弊風」を排除、一洗することが
目的であることを繰り返し主張している。
　ただ法典が必ずしも完全なものであるという認識は梅にはない。それはボワソナードを始めとし
て法典編纂者の共通認識であるとも述べている。「本気デ答フル者ハ決シテアラザルベシ」（20）と述べ、
法典の不完全性を認識しない法制官僚、法学者、法曹関係者はいないとまで断言している。ただ不
完全性を認識しながらも、実施すべきか否かは「不完全ノ度合」によって決めるべき（21）であり、
法典が不完全であることを理由とした延期派の主張を梅は暗に批判している。梅は「不完全ニハ相
違ナキモ実施出来ヌ程不完全ニアラズト思ヒ」断行派の立場に立ったことを吐露している。結果と
して民法典および商法典は延期されることになったが、梅の法典必要論はこの後も展開されていく
ことになる。
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2　「法典ニ関スル話」と法典編纂
　前節では、「法典ニ就テ」という講演を取り上げ、梅の法典観の一端を紹介した。総括すれば、
法典によって日本社会の弊害をもたらす「悪慣習」や「弊風」を一掃することができることを主張
しつつも、法典自体の不完全性を認識した上での法典必要論であった。では、その法典編纂はどの
ように行われるべきだと梅は捉えていたのであろうか。1898（明治31）年に『國家學會雑誌』第
134号に掲載された梅の講演「法典ニ関スル話」（22）をもとに、梅の法典編纂方法を見ていきたい。
この講演は1898年の３月19日に催されている。この年の７月16日には、明治民法三博士を中心とし
た法典調査会で修正・加筆された民法典が施行されている。こうした時期を勘案すれば、梅のこの
講演は単なる回顧や回想ではなく、自戒の意味も込められた梅自身の法典観を如実に反映している
と思われる。前節で取り上げた「法典ニ就テ」にも触れつつ考察したい。
　梅は法典編纂に関する日本とヨーロッパとの比較から、日本における法典編纂の困難さを指摘し
ている。西洋諸国における法典編纂は、学者がすべて編纂する方法ではなく、「従来行ハレタル所
ノ慣習ヲ文章ニ綴リ順序ヲ立テテ一ノ法典ト為スニ過」ぎない（23）のであり、それを可能にしたのは、
いうまでもなく西洋諸国の法的な共通観念であった。具体的にはイギリス法におけるコモン・ロー
（common law）や、ローマ法や教会法における一般法（jus commune）などである。「法典ニ就テ」
でも梅が述べていたように、西洋では「慣習の統一」や「良俗の統一」があったればこそ、国内の
慣習を収集してカテゴライズし、体系化させ編纂すればその国の法典となったのである。一方、日
本の近世社会の法状況が重層的であったことを踏まえれば、西洋式の法典編纂が困難であることは
容易に察しがつく。梅は、西洋の法典編纂と比較し、「我邦ハ然ラズ」とし、「従来ノ慣習ヲ集メテ
之ヲ編ムモ今日ノ所謂法典ト為スニ足ラズ」（24）と述べている。各藩が独立国のごとき様相を呈し
ていた近世社会の法状況を継承しつつ近代的法体系の確立を目論むこと自体不可能と言える。
　こうした梅の認識は彼の独断と偏見ではない。司法省（現・法務省）が民事法に関する全国的な
慣習法調査を行い、その調査結果をまとめ、1880（明治13）年に『（全国）民事慣例類集』（25）とし
て刊行したという実績があった。本稿では『（全国）民事慣例類集』の詳細な分析はしないが、い
くつかの事例を紹介したい。先程「悪慣習」の事例として挙げられていた婚姻制度について、伊賀
国阿拝郡では「披露ト号シテ所役人ヲ招宴シ始テ婚姻ノ成ルヲ表スコトナリ」（26）とある。また三
河国渥美郡では「婚姻ハ届入籍ノ期限定ナシ家内和熟シ様子ヲ見届テ取計フ慣習ナリ」（27）とある。
基本的には村役場に届出を出し、宗門人別帳に変更の記載をすれば完了である。しかし伊賀国の事
例では、村役人を酒宴に招待することが、届出完了の、いわば暗黙のルールとなっていたことが読
み取れる。一方、三河国の事例では、届出の後に該当する家族が嫁いできた嫁との「和」が「熟シ」
たことを家族が「見届テ」はじめて成立する慣習があったことがわかる。伊賀国と三河国とは地域
的な共通性はあるにもかかわらず、婚姻制度を一つ取り上げても、こうした明確な差異が存在して
いた。
　こうした『（全国）民事慣例類集』の調査結果を踏まえ、「慣習の不統一」が存在する現状におい
て、「慣習ヲ集メテ」も近代的な法典とは呼べないことを認識した梅は、「西洋ノ知識ヲ仮リテ之ヲ
編纂セザルベカラズ」（28）という結論に達した。つまり、日本における法典編纂は、ヨーロッパ式
の慣習の再編集では不十分であり、だからこそ西洋の法典を翻訳し、それを日本の国情に合わせる
形で編纂しなければ十分なものとして機能しないことをも看取していたのである。お雇い外国人と
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して、ボワソナードやジョルジュ・ブスケ、ロエスレルなどを招聘した事情が、この梅の発言から
も読み取れる。民法典論争において、主として延期派から、外国人が編纂した法典は日本の国情に
適合しないという議論（29）は散見された。しかし、「日本ノ慣習ヲ基礎トシテ之（引用者注―法典を
指す）ヲ作ルコト能ハズ」という事情は、延期派の人びとから斟酌されることはなく、外国由来、
正確に言えばキリスト教をバックボーンとした法典に対する批判が多数を占める結果となった。
　こうした四面楚歌の状況に対して、梅は自らの法典編纂案を示している。お雇い外国人を中心に、
彼らの薫陶を受けた日本人が法典編纂をした結果、日本の慣習と抵触する事態が生じていた。これ
に対して梅は、「多少我邦ノ慣習ヲモ参酌セシナランモ寧ロ西洋ノ学者ノ眼ヨリ見テ完全ナランコ
ト勉メタルモノト謂フベシ」（30）とし、日本の国情に必ずしも合致せずとも、西洋の法学者の眼か
らみて、法典としての体裁が整っていればそれを可とするほかないと苦渋の選択をしている。言う
までもなく、こうした梅の発言の裏には、当時の法典編纂者の苦悩を代弁したものと思われる。日
本では、慣習の集積および編纂では法典編纂が困難であることは周知の事実である。また日本にお
ける法典編纂が、国内の自発的気運の高まりとともにおこなわれたヨーロッパ諸国の状況とは異な
り、不平等条約の改正という国家的な問題と不可分の関係にあったという日本の特殊事情も背景に
あった。こうした事情を鑑みれば、多少日本の国情に合致しない法典であっても、また「善キ慣習」
が結果として失われたとしてもやむを得ないという考えが梅の中にあったと考えられる。
　民法典論争の最中、『法学新報』第５号に掲載された穂積八束の論文「民法出テゝ忠孝亡フ」が
人口に膾炙した。この穂積論文の内容は国民や法曹界で多数の支持を得られたわけではない（31）が、
穂積八束の実兄である穂積陳重が『法窓夜話』の中で回想（32）しているように、タイトルの語呂の
良さによって広範囲に浸透した。穂積八束は「民法出テゝ忠孝亡フ」の中で、西洋由来、もしくは
キリスト教由来の旧民法は日本の醇風美俗を破壊し、日本の国体でもある祖先教―祖先崇拝を宗旨
とする宗教―は破壊され、結果としては日本社会が崩壊することになるという主張である。内容は
さておき、この穂積論文が日本国内に流布し浸透したこと間違いない。こうした経緯を踏まえ、梅
は西洋的な近代法典を施行し、不完全ではあるものの施行した方がより大きな利益を生むことを想
定していた。「法典ニ就テ」の中でも、法典の不完全性を梅が認識していたことは明白である。こ
うした梅の法典観は、施行する利益と不利益、施行しない利益と不利益とを比較考量し、その上で、
「悪慣習」や「弊風」の一掃につながるのであれば、より利益の大きい方、つまりは法典の施行の
方を選ぶという考え方である。梅は、民法典論争や商法典論争で標的にあげられた民法および商法
を、施行できない程精度を欠いた法典だとは考えていなかった。むしろ施行することによって、従
来の「弊風」を一掃した方が、日本の近代国家建設にとってメリットになると考えていたのである。
　「法典ニ就テ」と同様、この講演でも慣習の矯正を指摘している。梅は裁判制度、特に判決方法
の問題点を指摘している。その原因は1875（明治８）年に施行された裁判事務心得にあった。この
第３条に注目すべき条文がある。私人間の紛争を解決する民事訴訟において、「成文アルモノハ成
文ニ依リ成文ナキモノハ慣習ニ依リ慣習ナキモノハ条理ニ依ル」と規定（33）されている。法典もし
くは個別法である「成文」がある場合はそれに依拠した形で判断し、「成文」に規定されていない
場合は、「慣習」に従うべき旨が示されている。注目すべきは「条理」である。一般的な意味では
物事の筋道や道理を表す語である。ではこの時期の、特に法曹界ではどのような意味で用いられた
のであろうか。梅も学んだフランス法分野における「条理」とは「自然法」を指す。つまり「其ノ
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国ノ法律ノ原則」と解釈することができる。しかし、日本では自然法思想がない。とすれば、この
「条理」とは単なる「理屈」であり、「各人自由ニ判断スルコトヲ得ルモノ」というものである。結
果として、裁判官がどの国の法律を学んだかによって「条理」の差異が生じることになる。その弊
害について、梅は「仏蘭西法ヲ学ビタル人ハ仏法学者ノ一般ニ認メタルモノヲ取リ英法ヲ学ビタル
者ハ英法学者ノ多ク同意スルモノヲ取リ独逸法ヲ学ビタル者ハ亦独法学者ノ説ヲ用ヒテ条理ト為
ス」という結論になることは明白であると捉えている。明治期の法学教育を単純に図式化すれば、
①フランス法学系：明治法律学校（現・明治大学）、和仏法律学校（現・法政大学）、司法省法学校
（のちに東京大学に吸収され、「仏法科」となる　現・東京大学）、②イギリス法学系：英吉利法律
学校（現・中央大学）、帝国大学（現・東京大学）である。法学校や大学を卒業して法曹界に所属
した場合、英米法系と大陸法系（主としてドイツやフランス）を母体とした法律家（学者などを含
んだ法律に携わる人々、という広い意味での法律家）が混在することになる。こうした「条理」の
不統一は、判決の不統一にも繋がることになる。梅は、この弊害を裁判官が認識せず、「条理」の
差異を意識せずに判決を下す場合もあるとして危惧している。特に梅は「甚シキ」ものとして、
翻訳書等ニ拠リテ国ノ何レヲ問ハズ外国ノ法理ナリト信シテ判決ヲ下シ而モ一タヒ一問題ニ
付テ判決ヲ与フルトキハ条理ノ正否ニ関セス之ヲ先例トシテ容易ニ之ヲ改メサルコト外国ノ
法理ヲ知ラザル者ノ一般ノ状態ナリ……（34）
といった状況が起こることを厳しく批判している。国ごとの「条理」の差異を裁判官が認識しない
弊害に加えて、ある事案に対して判例間の齟齬を認識せず、「先例」であるということだけで、そ
の齟齬を改めないことは裁判の公平性を著しく阻害するものであるとして、梅は「条理」のみによ
る判決を戒めている。
　法典の不在は、私人間の紛争解決に関しても、また刑事訴訟に関しても、法の公平性や裁判の公
平性の観点から考えても、重大な問題を引き起こすことになる。慣習による裁判の難しさ、さらに
は裁判官の「条理」に基づく判例の積み重ねは、裁判例の矛盾をもたらすことになる。1875（明治
８）年に出された裁判事務心得という個別法では不十分であり、体系的な法典の必要性を梅は痛感
していたと考えられる。
　このように、法典が日本国内に存在しないことによる種々の弊害に対して、梅は法典の必要性を
再確認することになった。では、具体的にどのような方法で法典編纂をすべきだと考えていたので
あろうか。民法典論争という議論（または学派間の感情的な対立）を通して、梅は一つのヒントを
得ることになった。それが法典と慣習の「調和」である。以下、梅の考える「調和」とは何かを検
討していきたい。
　延期派の旧民法に対する争点の一つは、「日本ノ慣習ハ不完全ニシテ又如何ニ法律上ノ慣習尠シ
ト雖モ之ヲ度外ニシ若クハ之ニ拠ラズ恰モ日本ノ法典ニ非ズシテ西洋ノ法典ノ如シ」（35）であった。
日本の慣習は、先程見たように地域ごとの慣習が存在しており、統一された慣習ではなかった。そ
のため「法律上ノ慣習」とみなすことができない以上、「慣習」を基に法典編纂をすることは困難
である。さりとて外国の法典を翻訳し、そのまま日本法とすることも国情にそぐわないという認識
であった。こうした批判に対して、梅は「是レ一理ナキニ非ズ」と述べ、延期派の批判の一部を容
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認している。西洋法典の移植、つまり「法の継受」は、日本の慣習を斟酌していないという延期派
の批判は妥当だと考えている。また、西洋諸国間でも慣習には差異があり、そうした事情を踏まえ
ずに西洋法を継受することは不可能である。とすれば、法典と慣習との齟齬を前提としつつ、その
差異を踏まえた形で、慣習の取捨選択が必要であると梅は考えていた。ただ「慣習ハ決シテ一時ニ
之ヲ改ムルコト能ハズ亦強テ之ヲ改ムルノ必要ナク寧ロ之ヲ保存セサルベカラズ」（36）であり、長
い期間に積み重ねられた慣習は改変することが難しいという認識を梅は持っている。また梅は、弊
風をもたらすような慣習でなければ、ことさら改める必要性もなく、むしろ慣習を一つの規範とし
て「保存」した方が混乱も少なく、法の運用上、利益があるとも捉えている。ただ慣習であるとい
うことだけで「慣習ヲ数百年ノ後マデ永続セシムルノ要」はないとも述べている。ただ現在の日本
の法状況を鑑みれば、「今日尚行ハレツツアル慣習ヲ基礎トシテ之ヲ規定スルノ他アラズ」（37）とし、
法典を運用する過程で、慣習を基本とした条文解釈の必要性をも梅は認識していた。
　また延期派の批判の中で、旧民法が西洋法由来の法典であることを理由とした批判に対して、梅
は、
西洋流ヲ全ク排斥スルハ却ツテ日本今日ノ社会ニ適セズ何トナレバ事々物々日ニ欧米風ニ傾
キツツアルヲ以テ唯親族相続ノ一事ノミ我邦古来ノ慣習ヲ株守スルコト能ハサレバナリ（38）
とし、明治初年ならいざ知らず、明治20年代に至れば、日本の西洋化や欧化政策も定着し、「欧米風」
の生活規範や生活様式も浸透していた。こうした事情を勘案すれば、西洋＝悪という図式が当ては
まらないことも指摘している。さらに「親族相続ノ一事」だけ「我邦古来ノ慣習」を維持し、それ
以外を西洋法とすること自体、整合性がないとも述べている。明治20年代という時期はナショナリ
ズムの勃興した時期である。民法典論争においても、キリスト教を背景とした西洋文化、西洋文明＝
日本の国情および国体には合致しないという図式がメディアなどでも喧伝されていた。そのため、
民法の具体的な条文の不備や問題点を指摘するというよりは、キリスト教由来の西洋法が日本の国
情に馴染まないといった論調（39）が目立つ。度々引用している「民法出テゝ忠孝亡フ」も基本的に
はこの方向性で論じられている。国家の方針として欧化主義を推進し、日本の近代化に邁進する一
方で、法律分野に関しては「古来の慣習」を墨守するという二重性もしくは矛盾を梅は論争を通し
て正確に把捉していた。だからこそ、梅は「西洋ノ法律ヲ模範トシテ其弊害ヲ矯ムルノ方法ヲ設ケ
ザル可ラズ」（40）とし、「我邦ノ慣習ハ頗ル漠然タル者
ママ
ナレパ
ママ
勢ヒ外国法律ノ力ヲ仮リテ其規定ヲ精
確ナラシメサル可ラズ」（41）と述べ、西洋法の利点を援用し、日本の慣習の弊害や漠然とした規定
を「精確」な形で規定し、法典としての体裁を整えるべきであることも主張している。
　「悪慣習」は排除すべきものだが、法や規範として機能する「慣習」については評価し、確固た
る規範としての法典の編纂を提唱し続けた梅は、相容れない二つをどう折り合わせようとしたので
あろうか。梅は「調和」をキーワードとして論じている。日本の「古来ノ慣習」には存在しない親
族相続を具体例としながら、梅は以下のように述べている。
　我邦従来ノ慣習ト西洋ノ慣習トハ親族相続等ニ付テハ殊ニ其趣ヲ異ニス故ニ之レヲ調和シ
テ支障ヲ生ゼザル様規定スルコト最モ困難ナリ、新法典ヲ起草スルニ当リテハ殊ニ此二ツノ
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慣習ヲ調和スルコトニ力ヲ用ヒタリ他ノ部分ニ於テハ親族相続ニ於ケルヨリモ其慣習ナル者
尠ク且之ニ重キヲ置クノ必要少シト雖モ去リトテ従来ノ慣習アル者ヲ棄テヽ直ニ西洋流ヲ之
ニ当嵌ムルコト勿論不可ナリ故ニ能ク之ヲ調査シテ成ルベク其慣習依ルコト実際上害尠クシ
テ利多キガ如シ、蓋シ旧法典ノ非難セラレタルコト多ク是等ノ点ニシテ新法典ニ於テハ最モ
此慣習ノ調和ニ付テ力ヲ尽シタリ（42）
　日本の親族相続の慣習と西洋的近代法典に規定された親族相続編とでは差異がある。また西洋法
を翻訳し日本の法典として施行した場合、親族相続に関する日本の法体系は「支障」を来たすこと
になる。そこで梅は、慣習と法典を「調和」させる必要性を指摘している。日本と西洋の法に関す
る考え方や認識が異なる以上、「西洋流」の法典を当てはめるだけでは問題の解決にならない。そ
のためにも、日本の親族相続に関する慣習を「調査」し、最大公約数的な親族の規定、相続形態を
規定する必要があった。
　先程の『（全国）民事慣例類集』から、相続に関する慣習の違いを列挙したい。『（全国）民事慣
例類集』では、総論として「凡ソ相続ノ順序ハ戸主ノ見込次第ニテ長男ヲ分家シ幼子ニ相続セシム
ル等其例多シ」とし、「長男ヲ以テ相続人ト定ルコト一般ノ通例ナリ」としている。この総論から、
基本的には長男子相続が一般的な慣習であったことが読み取れる。しかし、梅が「法典ニ就テ」で
講演したように、地域ごとの慣習の違いが存在するため慣習を集めただけでは法典にならないこと
は明白である。『（全国）民事慣例類集』の中からとりわけ差異が著しい事例としては以下のものが
ある。
・ 相続ノ権ハ長男ニアリ村方ニテハ耕業を励マス為メ長男ヨリ順々ニ分家セシムルコト多シ皆
戸主ノ見込ニ従テ適宜ノ所分ヲ為スコトナリ（尾張国愛知郡）
・ 男女ニ限ラス総テ年長ノ者相続スルノ権アリ（伊豆国田方郡）
・ 男女ニ限ラス先ニ生レシ者相続スル風習ナリ（常陸国新治郡）
・ 長男ハ家督相続ノ権ヲ有スト雖モ父ノ意ニ協ハサルカ或ハ二三男ヲ分家セシメテハ若年破産
ノ恐アルヲ以テ長男ヲ分家セシメ本家ハ父自ラ幼児ヲ教育シテ相続セシムルコトアリ然ルト
キハ其財産ヲ分割スル衆子ヨリ多キヲ例トス（信濃国佐久郡）
・ 男子ノミ相続ノ権アリ女子ハ総領ト雖モ相続ノ権ナシ若シ兄早世スレハ二番ノ姉相続セス三
番ノ弟相続ス若シ先相続人ノ子アリテ幼年ナルトキハ先相続人ノ姉又ハ妹ヘ婿ヲ取リ幼者ヲ
順養子トスルコトモアルナリ（陸前国宮城郡）
・ 家産相続ハ男女ニ拘ラス初生ノ総領ヲ以ス総領早世スルトキハ亦男女ニ拘ラス第二第三ト順
ヲ以テスルコトナリ（羽前国置玉郡）
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・ 町方ニテハ亡戸主ノ遺書アレハ女子ニモ相続スルコトアリ村方ニテハ男子ニ限ル慣例ナリ
（越中国礪波郡）（43）
一般的な長男子相続に加えて、地域ごとの差異が看取される。伊豆国では「男女ニ限ラス総テ年長
ノ者」が相続権を有する慣習があり、男女の区別はなく長子という条件のみである。一方、陸前国
では「女子ハ総領ト雖モ相続ノ権ナシ」という慣習があり、男子以外は相続権を認めないことが慣
例となっていることがわかる。もし女性しか子がいない場合は婿養子によって男系相続を維持して
いる。また越中国では「町方」、つまり町人の相続形態と「村方」である農村とは相続形態が異な
っている。町人における相続では「亡戸主ノ遺書」、つまり遺言があれば男女の区別はなく、遺言
に示された戸主の一存によって次世代の相続人が決められたことがうかがえる。町人層での幅のあ
る相続形態に対して、農村では男子に限定した相続が慣例とされている。注目すべきは、信濃国の
相続である。基本的には長男子相続だが、次男三男の「若年破産」の危険性を排除すべく、長男を
分家させて、その子を戸主が養育して相続させる形態であった。一般的な慣習とは異なる事例を列
挙したが、こうした事例から、日本全国が共通の慣習を有していなかったこと、また相続規定に限
定していえば、少数派とはいえ、多様な慣習が存在していたことが看取される。
　このような状況下で、梅は慣習と法典を「調和」させるため、多少の差異があることを前提とし
て、最大公約数的な慣習の確定と多数の人々が首肯しうる慣習の草案化が必要であると考えている。
こうした地道な作業を前提として、西洋由来の法典に規定された条文との比較、修正作業が「調和」
を実現する方法だと述べている。
　法典が編纂され施行された場合、従来、法規範として機能していた慣習はどのような扱いを受け
るべきであろうか。梅は、法典と慣習との関係性について、西洋諸国を例として挙げながら述べて
いる。法典編纂によって法的統一をはかった西洋諸国の、いわゆる「法典国ト称スル」国では、「慣
習ナルモノニ左程重キヲ置カズ」という状況であり、
何トナレバ法典其物ニシテ既ニ多ク慣習法を採リタルモノナレバナリ、故ニ一旦法典ニ規定
シタル後更ニ慣習トシテ認ムルニ至レバ折角法典ヲ編纂シタル效ナキニ至ル（44）
とし、慣習を編纂した西洋の法典では、慣習を認めることが法典の効力を喪失させる状態に陥ると
している。ただ日本は西洋の法典編纂と異なる編纂方法を採らなければならない以上、西洋と同一
視してこの問題を解決することはできない。梅は、日本特有の事情に基づく「法典か慣習か」とい
う疑問に対して、
将来ニ於テハ兎モ角現時ニ在リテハ外国ノ法律ヲ模範トシテ作リタル法典ニシテ決シテ日本
ノ慣習ヲ基礎トシタルモノニ非ズ故ニ法典以外ニ慣習ノ効力ヲ認ムルコト我邦ニ於テハ必要
ナラント信ズ（45）
と述べ、日本では慣習の効力を限定的ながら認めるべきことを述べている。法典の規定は変えずと
も、法の運用の面で慣習を適用すれば、法典と慣習の「調和」は図れることを示唆している。ただ
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し梅は「唯公ノ秩序ニ反スル場合」はその限りではないとも付言している。法典編纂が西洋の状況
とは異なる以上、同一の編纂方式を採用することは不可能である。しかし、多種多様な慣習は、こ
れまで社会の秩序を維持し、社会の規範として機能していたことを踏まえれば無視することもでき
ない。こうした八方塞がりの日本の法典編纂事情に対して、梅は慣習の効力も認めつつ、一方では
条約改正の関係から西洋的な近代法体系をも視野に入れた法典編纂の必要性も認識していた。こう
した難問を、法典と慣習の「調和」という言葉で適切に方向性を示した梅の視点は評価に値すると
思われる。
　以上、「法典ニ関スル話」から看取される梅の法典観を検討してきた。繰り返すが、法典編纂が
西洋諸国と同様の方法でできないという問題点をいち早く見抜き、慣習法と法典との関係性に心を
砕く梅の姿が読み取れる。こうした認識は、司法省が調査した『全国民事慣例類集』の成果を反映
しつつ、フランスでの学問的研鑽を折衷した結果、梅自身が導き出したものであったと思われる。
次の章では、民法典論争終結後の法典編纂をめぐる実情と、梅が理想視したと考えられる日本の法
典編纂のあり方について、「法典ニ就テ」および「法典ニ関スル話」から抽出してみたい。
3　民法典論争後の法典編纂の実情と法典編纂の方向性
　民法典論争の結果を受け、1898（明治26）年３月に伊藤博文首相は、法典調査会の主要な法律家
を召集し協議を行った。同年３月25日の勅令11号「法典調査会規則」に基づき、伊藤は第二次伊藤
内閣に法典調査会を設置した。この時、起草委員として選出された三名こそが、先程から触れてい
る穂積陳重、富井政章、梅謙次郎の、いわゆる「明治民法三博士」である。この法典調査会におい
て、梅は積極的に発言している。七戸克彦氏（46）の統計によれば、明治民法三博士の中でも梅は最
多発言者であり、7963回発言している。穂積が4150回、富井が3748回と比較しても、非常に多く発
言していることがわかる。民法典論争において自己の主張が延期派を説得することができなかった
ことに対する梅の無念さをこのデータは物語っている。では梅が積極的に発言した法典調査会の実
情はどのようなものであったのだろうか。
　法典調査会のメンバーは断行派と延期派からバランスをとる形で採用された。明治民法三博士に
限定してみれば、断行派は梅、延期派は穂積と富井、という図式である。当初の法典調査会は「尚
ホ断行派延期派ノ二派厳然トシテ存在シ相反スルノ有様」であり、建設的な議論は難しい状況にあ
った。先程引用した、穂積の『法窓夜話』に出てくる梅の法典編纂の姿勢および態度は例外であっ
たと思われる。当初、延期派と断行派が対立した状況であったが、「案ズルヨリ産ムガ易キノ譬ノ
如ク初メノ両派（引用者注―延期派と断行派）固執ノ弊ハ次第ニ減却シ真正ニ其規定ノ善悪ヲ論シ
大ニ此事業ノ進捗ヲ見ルニ至リタリ」（47）とあるように、修正作業において延期派と断行派の対立
は縮小され、本格的に民法典の修正作業に邁進した法典調査会のメンバーの姿が読み取れる。
　とすれば、民法典論争の性格とは何であったのかという疑問が浮上する。ただ本稿の趣旨と逸脱
するため、指摘のみに止めておく。ボワソナードを中心とした編纂委員会は法典編纂委員会と呼ば
れた。委員のメンバーは主として司法省法学校出身で、ボワソナードやブスケといったフランス法
学の薫陶を受けた、いわばフランス法系の人々である。先程も指摘したが、当時の学派はイギリス
法系とフランス法系が中心である。ドイツ法系は明治14年の政変の後に急速にその地位を確立する
こと（48）になる。延期派の多くがイギリス法学系であるという事実を踏まえて考えれば、民法典論
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争は純然たる法学論争ではなく、学派対立とそれに伴うルサンチマンという側面も考えられる。近
年、各法学校の機関誌に掲載された論文や提言の翻刻作業が進んでいる（49）。こうした法制史的な
業績を踏まえて、もう一度、民法典論争の性格論を検討する必要があると思われる。
　民法典論争の性格論へと脱線したが、法典調査会内部の意思統一、方向性の確定によって、議論
が速やかにおこなわれていたことがわかる。だからこそ、梅は編纂委員会において、積極的に発言
したと思われる。
　ただ梅は、法典の修正に期限があることを根拠として、法典調査会での決定をそのまま法律とし、
それに基づいて法典化する拙速主義には疑問を呈している。法典調査会での決定のみで法典化する
ことは、立法府として三権分立の一翼を担う議会を軽視することにもつながる。梅は、期限を理由
として議会の「議場ニ於テ逐条討議ヲ省略スルノ処置」に対して反対の意を示し、「大体ニ於テ可
トカ否トカヲ決定スルコトトナサンコトヲ望ムナリ」と述べている。民法典論争での議論を無駄に
せず、精確な法典編纂を意図した梅の姿勢がうかがえる。外国の事例では議会での逐条検討を省略
して法案を可決するケースもあるが、梅は「矢張議院ノ議ニハ付スルガ宜シカルベシ」（50）と述べ、
時間と手間はかかるものの、議会での討議を踏まえた形で法案を審議すべきであると述べている。
　その一方で、期限を変更できない事情もあるため、梅は手続の若干の省略は容認している。そし
て法典のミクロ的な逐条検討に加えて、マクロ的な視点も必要であることも指摘している。梅は、
法典中多少ノ欠点ハアレド大体ニ於テ可ナルヲ以テ実施スベシトカ若クハ頗ル不完全ナレバ
之レヲ排斥スベシトカ唯大体ニ就キテ議定センコト是ナリ（51）
と述べ、逐条議論を踏まえつつも、方向性としてこうした修正は可能か否か、といった複眼的な議
論が必要であることも指摘している。ではどうすれば複眼的な編纂が可能であろうか。梅はフラン
スの法典編纂を事例に挙げて説明している。フランスでは法の運用に関わる裁判官はもとより、「其
他仏国人ト外国人トヲ問ハズ凡ソ法典編纂ニ付テ意見ヲ有スル者ハ総テ言出ス様ニト云フコトヲ発
布」した（52）。学派の違いや政治的立場の違いを越えて、広く国民に法典編纂に関して発言する機
会を与えて議論し、その上でよりよい法典編纂を企図すべきという方法である。梅はこのフランス
の方式を「簡短ナル方法」として高く評価している。こうした認識は「法典ニ就テ」の冒頭で述べ
たように、法典に興味を持つことを「物数寄」と捉える世間一般の人への提言とも受け取れる。法
典編纂は個人の生活にも関係することを自覚し、国民の、どこか「他人任せ」にする風潮に対して
警告を発しているとも考えられる。
　また梅は法典編纂の必要性を主張しながら、法典の是非に関して興味深い見解を紹介している。
法典自体を必要としない「非法典者」の立場である。これを紹介した背景には、ドイツで起こった
サヴィニーとティボーの法典論争がある。略述すれば、歴史法学の立場に立つサヴィニーは、法典
編纂を民族精神の発露と捉え、フランス法の継受に対して時期尚早論と不必要性を主張し、一方の
ティボーは法典の統一の必要性を主張した論争である。穂積陳重は、ドイツにおける法典論争と日
本での民法典論争を比較検討し、「延期戦（引用者注―民法典論争を指す）は単に英仏両派の競争
より生じたる学派争いの如く観えるかも知れぬが、この争議の原因は素と両学派の執る所の根本学
説の差異に存するのであって、其実自然法派と歴史法派との論争に外ならぬのである」（53）と捉え
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ている。性格論に関する検討は稿を改めて検討したい。梅は、法典をそもそも必要ないと捉える「非
法典論者」の見解が
　
法文ニ総テノ事物ヲ網羅スルトキハ段々世ノ進ムニ従ヒテ大ニ支障ヲ起スコトアリ故ニ寧ロ
之ヲ慣習法ニ一任スレバ則チ慣習ハ世ノ進運ニ伴フモノナレバ未来ニ於テ決シテ障害ノアル
ベキ理ナシト（54）
というものであり、「非法典論者」の見解では、慣習は社会の変化や進歩に対して適応するため、
時宜にかなった規範として機能する。しかし、法典を施行した場合、改正や修正が容易ではないた
め、その時々の社会変化に対応できない弊害を生み出す恐れがある。慣習に「一任」した法のあり
方を示し、法典編纂の必要性を「非法典論者」は否定している。梅が矛盾するような事例を挙げた
背景には、先程引用した、国民的な議論の必要性が背景にあると思われる。法に関係する人々の狭
い議論ではなく、多角的かつ複眼的な議論の必要性を認識していた梅は、一つの法典編纂に関する
視点を提示したものと思われる。一方向的な議論は生産的ではなく、さらには完全性も失われる。
法典編纂の不完全性を自覚していた梅は、幅広い議論を起こすために「非法典論者」の言説を紹介
したのである。これに関する梅の直接的な発言は、この二講演の中には存在しない。唐突な事例の
様な印象を受けるが、これまでの議論を踏まえて考えれば、梅の意図は読み取れる。
おわりに
　旧民法典の修正作業は1896（明治29）年までに完了し、修正された明治民法は、議会の可決を経
て1898（明治31）年７月16日に施行された。この時の心情を梅は「之（引用者注―修正を経て完成
した明治民法案を指す）ガ完成ヲ見ルニ至リタルハ余ハ実ニ意外ノ喜ナキニ能ハズ」と述べている。
延期派との対立や、法典編纂に関する認識の違いなど、様々な苦難を乗り越え、難産ではあったも
のの明治民法典として結実した。
　先程の穂積の言を借りれば、梅が「非常に鋭敏な頭脳」の持ち主であったことは言を俟たない。
梅は法典と慣習との関係性や、法典が抱える問題点、国民の法に対する無関心など、様々な問題に
方向性を示しながら法典編纂に尽力した。後年、彼は法の運用に対する裁判所の不備を指摘し、さ
らには国民への啓蒙を意図して、『最近判例批評』（55）を上梓した。これは和仏法律学校の機関誌で
ある『法学志林』に掲載した論稿をまとめ刊行したものである。梅は「判例ノ短評ヲ試ミタルモノ
ニ過ギヌ」と、やや謙遜を込めて述べているものの、内容的には詳細に裁判所における法運用の不
備を指摘し、さらには条文の解釈についても付言している。
　梅は法制官僚という側面と法学者としての面をも兼ね備えた稀有な学者であった。この後、伊藤
博文に請われて韓国の法典編纂に尽力する梅だが、彼の法典編纂への思いは途切れることはなかっ
た。ソウルで客死するまで、梅は日本のみならず東アジアの近代法化に尽力していたのである。
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（1） 穂積陳重『法窓夜話』（有斐閣、1916）、329 頁～ 332 頁。
（2） 金山直樹『法典という近代―装置としての法―』（勁草書房、2011）、71 ～ 72 頁。
（3） 『法学志林』（82 巻 3・4 合併号所収、1985）191 頁の注（4）。
（4） 梅謙次郎と韓国法制に関しては、李英美『韓国司法制度と梅謙次郎』（法政大学出版局、2005）がある。朝鮮統
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1991）、大河純夫「外国人の私権と梅謙次郎」（『立命館法学』253 巻 1 号所収、1997・『立命館法学』255 巻 2 号
所収、1997）、金祥洙「梅謙次郎と朝鮮高等法院―日韓司法立法の始まり」（『法の支配』137 号所収、2005）が
ある。梅謙次郎と韓国法制との検討は、多面的に梅謙次郎の法思想を描き出す意味で重要なテーマであると考
えられる。
（5） 拙稿「民法典論争とその時代―民法典論争を見直す」（『日本思想史研究』36 号所収、2004）参照。増島六一郎
が 1889 年（明治 22）に出した「法学士会ノ意見ヲ論ズ」が民法典論争の嚆矢であったとされている。この年は
大日本帝国憲法が発布された時期である。憲法発布の時期と民法典論争の開始が重なっていることは偶然では
ないと愚考する。
（6） 梅の『和解論』は復刻版として 2002 年に信山社から刊行されている。先程も述べたが、リヨン大学で博士号を
取得した論文である。ローマ法やフランス法における和解（transaction）の歴史的・法的意味に関して考察し
た書。第三部では、フランス民法と日本の民法草案の比較、さらにはイタリア民法との比較も試みている。「和解」
という概念を歴史的かつ比較法的に分析した大著である。
（7） 『國家學會雑誌』第 84 号（1894 年 2 月）、85 号（1894 年 3 月）、86 号（1894 年 4 月）に掲載された講演原稿で
ある。
（8） 前掲講演（7）84 号、77 頁。
（9） 前掲講演（7）84 号、79 頁。
（10） 最近の概説書としては浅古弘他編『日本法制史』（青林書院、2010）がある。この中でも、近世社会の法状況に
おける重層性は指摘されている。近世社会における法と裁判について、藩法研究会編『大名権力の法と裁判』（創
文社、2007）などがある。
（11） 前掲講演（7）84 号、79 頁。
（12） 前掲講演（7）84 号、79 ～ 80 頁。
（13） 前掲講演（7）84 号、80 頁。
（14） 前掲講演（7）84 号、81 ～ 82 頁。
（15） 前掲講演（7）84 号、81 ～ 82 頁。
（16） 前掲講演（7）84 号、82 頁。
（17） 前掲講演（7）84 号、82 ～ 83 頁。
（18） 前掲講演（7）84 号、85 頁。
（19） 前掲講演（7）84 号、85 頁。
（20） 前掲講演（7）84 号、85 ～ 86 頁。梅は「……（冗談ニ答ヘル者は誘ザ知ズ）」と述べ、法典編纂者の共通認識
として完全無欠な法典編纂は存在しないことは自明であった。これはトマス・アクィナスの自然法理解と通底
していると思われる。
（21） 前掲講演（7）84 号、86 頁。
（22） 『國家學會雑誌』第 12 巻第 134 号に収められている。この講演は講演日が記載されている。
（23） 前掲講演（22）、334 頁。
（24） 前掲講演（22）、334 ～ 335 頁。
（25） 1880 年（明治 13）に司法省から刊行。『民事慣例類集』の研究としては利光三津夫氏の一連の研究（「民事慣例
類集の編輯とその編者達　1」（『法学研究』41 巻 7 号、1968）、「民事慣例類集の編輯とその編者達　2」（『法学
研究』41 巻 8 号、1968）がある。近年では明治期の女性の地位の観点から考察したものとして、湯麗「日本女
性地位の歴史的考察―『全国民事慣例類集』からみる近世後期女性の婚姻地位」（『知性と創造』94 号、2011）
がある。
（26） 前掲書（25）、59 頁。
（27） 前掲書（25）、59 頁。
（28） 前掲講演（22）、334 ～ 335 頁。
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（29） 前掲論文（5）、85 ～ 86 頁参照。議会における民法典論争において、貴族院議員の村田保は、旧民法に「戸主」
の文字がないことを指摘し、「一家の紛乱を来し一家を乱すこと」になるとし、「日本人の精神には適合せぬ所
があつた」と断定している。また貴族院議員の三浦安も旧民法を「西洋各国の夜蘇教（引用者補足―耶蘇教つ
まりキリスト教）から出た個人主義」の法典であることを指摘している。条文の具体的な批判ではなく、法典
の性質に関する批判であったことが読み取れる。梅が単純なマクロ的評価を批判した背景は、こうした議会に
おける民法典論争の流れを受けたものであった。
（30） 前掲講演（22）、335 頁。
（31） 前掲論文（5）参照。メディアで穂積八束の論文を広告として掲載したものは、東京朝日新聞のみである。
（32） 穂積、前掲書（1）、339 ～ 340 頁。穂積は、実弟である穂積八束の「民法出テゝ忠孝亡フ」について、「群集心
理を支配するに偉大なる効力」があったこと、また「覚えやすく口調のよい警句」であったことを指摘し、こ
の論文が人口に膾炙した原因を分析している。
（33） 前掲講演（22）、336 ～ 338 頁。
（34） 前掲講演（22）、337 頁。
（35） 前掲講演（22）、340 頁。
（36） 前掲講演（22）、340 頁。
（37） 前掲講演（22）、340 ～ 341 頁。
（38） 前掲講演（22）、341 頁。
（39） 当時、急速に発達しつつあったメディア、とりわけ新聞でも民法典論争の経過は記事として掲載されている。
構図としては、断行派支持は『読売新聞』、『郵便報知新聞』、『日本』である。延期派支持は『東京朝日新聞』
である。特に『読売新聞』は政府案の民法典を支持し、1889（明治 22）年 6 月 5 日の「法典編纂の問題に付き
某貴顕の説」を皮切りに記事を掲載している。詳しくは前掲論文（5）を参照のこと。
（40） 前掲講演（22）、342 頁。
（41） 前掲講演（22）、342 頁。
（42） 前掲講演（22）、342 頁。
（43） 前掲書（25）、406 ～ 409 頁。
（44） 前掲講演（22）、343 頁。
（45） 前掲講演（22）、343 頁。
（46） 七戸克彦「現行民法典を創った人びと（1）」（『法学セミナー』653 号所収、日本評論社、2009）。この中で七戸
氏は発言回数と発言者の役職についても記載しデータ化している。
（47） 前掲講演（22）、339 頁。
（48） 井上毅は「大臣ニ進ム」の中で、日本とフランスを比較し、フランスは日本に対して親和性を有しない国であ
るとし、今後は「独逸風」が吹き、その影響を受けることを示唆している。大久保泰甫『ボワソナアド――日
本近代法の父』（岩波新書、1977）の中でも指摘されている。國學院大学日本文化研究所編『井上毅傳　史料篇 5』
（國學院大學、2008）参照。
（49） 村上一博氏は『法律論叢』において、星野通『民法典論争』での誤字脱字など様々な誤謬を訂正すべく、翻刻
を掲載している。主要なものとしては「明治法律学校機関誌にみる法典論争関係記事」（『法律論叢』2004 ～
2010）などがある。
（50） 前掲講演（7）85 号、165 頁。
（51） 前掲講演（7）85 号、165 頁。
（52） 前掲講演（7）85 号、167 頁。
（53） 穂積、前掲書（1）352 頁。
（54） 前掲講演（22）、394 頁。
（55） 梅謙次郎『最近判例批評　完』（有斐閣、1906）。梅の判例研究は、単なる判例に関する講評ではなく、自らが
編纂に深く関与した民法典の運用や法解釈を含む広範な梅の法運用論であると思われる。今後は稿を改めて、
梅の法運用論について詳細な検討をしたいと考えている。
